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１ 介護保険の現状と課題は 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 女川町の高齢化率は 32.1 パーセント（平成 24 年

３月末現在）で、県内３番目とのことですが、震災

後、仮設住宅などで暮らす高齢者の中には、体調不

良を訴える人が増えており、一日も早く災害公営住

宅等への入居ができればとの思いでいました。 

 そんな中、新聞の一面（河北新報 8/17 付）に「要

介護３、県沿岸 1.2 万人増」との記事を目にし、そ

の中で女川町は、昨年５月末比で 84.6 パーセントの

増加率との数字を見て、改めて深刻な状況にあるこ

とを認識しました。 

 そこで次の点について伺います。 

(１) 昨年５月末と現在との比較で、介護度、人数

など、どのような状況になっていますか。 

   また、介護認定者で仮設住宅に入居している

人は全体の何パーセントですか。 

(２) 介護に関するアンケートを実施中ですが、回

収状況とその結果の生かし方は。 

(３) 国の方針でヘルパーの時間短縮が問題になっ

ていますが、本町としてサービスを減らさない

独自の取り組みが必要ではないですか。 

（質問の相手：町長・担当課長） 
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２ 被災者の医療・介護の

免除継続を 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 東日本大震災で、著しい被害を受けた人たちの一

部負担金免除については９月 30 日までとなってい

ます。しかし、いまだに生活・生業を再建できる展

望が見えず、雇用情勢も依然として厳しいことから、

免除期間の更なる延長を求める声が大きくなってい

ます。 

 県内では、県と７市 15 町村の議会が意見書を採択

（7/28 現在）しており、被災住民の願いとなってい

ます。 

 ７月 31 日、県は市町村の国保担当者の会議を招集

し、国の負担による免除継続を求めているところで

すが、国が免除措置を打ち切る場合は、保険者（市

町村）の負担になる医療費一部負担金の免除部分の

２割を、県の調整交付金で対応するとの考えを明ら

かにしました。 

 そこで次の点について伺います。 

(１) 本町としても国への働きかけを強めるべきで

はないですか。 

(２) 本町として、免除を継続するよう検討された

い。 

(３) 後期高齢者医療の免除継続を働きかけるべき
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ではないですか。 

（質問の相手：町長・担当課長） 

 

 


